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北烏山
きたからすやま

二
に

丁目
ち ょ う め

北部
ほ く ぶ

地区
ち く

 地区
ち く

計画
け い か く

 

世田谷区 

都市計画決定 平成２０年５月２０日 世田谷区告示 第４４５号 

都市計画変更 令和 ４年３月 ９日 世田谷区告示 第１８３号 
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計画図１ 

計画図２ 
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名  称 北烏山二丁目北部地区地区計画 

位  置 世田谷区北烏山二丁目及び北烏山四丁目各地内 

面  積 約 ３.７ｈａ 

地区計画 

の目標 

本地区は、世田谷北西端に位置し、比較的豊かな緑を有する低中層の住宅地と、東京都住宅供

給公社（以下「公社」という。）住宅及び病院などからなり、周辺環境に貢献する団地の建替え

と、人にやさしい道路等のネットワークの形成が課題となっている。そこで、次の３点を目標と

する街づくりを推進するものとする。 

１ 緑を重視した街並みの形成 

地域の貴重な資源である公社団地内の既存樹木を活用し、景観を構成する要素として、周

辺を含めた緑のネットワークづくりを進め、落ち着きのある街並の形成をめざす。 

２ 周辺市街地に配慮した定住性の高い住宅地の形成 

公社団地は、周辺市街地と調和し高齢化社会に配慮した良好な居住環境を有する定住性の

高い集合住宅街区の形成をめざす。 

３ 人にやさしい安全で安心な生活道路等のネットワーク形成 

すべての人が安全に安心して利用することができる道路の整備と、周辺地区との連続性に

配慮した道路ネットワークの形成をめざす。 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土地利用の

方針 

本地区の地区特性を継承するため、公社久我山住宅は適切な密度と住宅規模・戸数を有する集

合住宅団地として整備する。また、周辺道路、公園、緑地等のオープンスペースを整備すること

で、低層住宅と病院、中高層住宅が共存する地区として誘導する。 

地区施設の 

整備の方針 

下本宿通り及び松葉通りは、団地・住宅地への安全なアプローチ確保のため、歩道等を整備す

る。住宅団地地区内の道路は地域の道路ネットワークを考慮し、歩行者と車が安全に安心して利

用できる空間として整備する。さらに、地区に開放する公園・緑地を配置し、連続性のある公共

空間を確保する。 

建築物等の 

整備の方針 

地区にふさわしい良好な街並みを形成するために、建築物等の用途の制限、容積率の最高限

度、建蔽率の最高限度、壁面の位置の制限、建築物等の高さの最高限度、建築物等の形態又は色

彩その他の意匠の制限及び垣又はさくの構造の制限を定める。 

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下｢法｣という。）第５９条の２第１項、法第８６

条第３項若しくは第4項又は法第８６条の２第２項若しくは第３項の規定に基づく許可に係る建

築物については、本地区整備計画の建築物等に関する事項を遵守するものとする。 

その他当該地

区の整備、開

発及び保全に

関する方針 

住宅団地地区内の緑は連続性のある沿道緑化とし、周辺と調和した環境として整備する。 

 

地区計画の目標と方針 

地区計画の内容 

地
区
施
設
の
配
置
及
び
規
模 

道路 

名称 幅員 延長 備考 

区画道路１号 約５ｍ 約 ５５ｍ 既存（歩道及び自転車道） 

区画道路２号 約５ｍ 約 ４０ｍ 既存（歩道） 

区画道路３号 約６ｍ 約１１５ｍ 既存 

区画道路４号 約６ｍ 約１９０ｍ 既存 

公園 
名称 面積 備考 

北烏山二丁目公園 約５８０㎡ 既存 

その他の 

公共空地 

名称 面積 備考 

緑地 約１,３００㎡ 既存 

遊歩道 
約５２０㎡ 

（幅員 約２.８ｍ、延長 約１８５ｍ） 
既存 

歩道状空地 
約１,０２０㎡ 

（幅員 約２ｍ、延長 約５１０ｍ） 
既存 
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街づくりガイド 

地区の 

区 分 

名称 住宅団地地区 住宅団地周辺地区 

面積 約１.９ｈａ 約１.８ｈａ 

用途地域（容積率/建蔽率） 第一種中高層住居専用地域（２００％／６０％） 

高度地区 １９ｍ第二種高度地区 

防火指定 準防火地域 

日影規制 ５ｍ＜Ｌ≦10ｍ：３時間以上、10ｍ＜Ｌ：２時間以上（測定水平面：４ｍ） 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物等の 

用途の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は建築してはならない。 

１ 共同住宅のうち、各住戸の住戸専用部分の床面積が３０㎡

以上であるもの。 

２ 老人ホーム、保育所、身体障害者福祉ホーム、その他これ

らに類するもの。 

３ 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類するもので公益

上必要な建築物。 

４ 店舗、飲食店その他これらに類する用途に供するもののう

ちその用途に供する部分の床面積の合計が５００㎡以内のも

の。（３階以上の部分をその用途に供するものを除く。） 

５ 前各号の建築物に付属するもの。 

次に掲げる建築物は建

築してはならない。 

１ 住宅、第二号に規定

する住宅で事務所、店

舗その他これらに類す

る用途を兼ねるもの及

び共同住宅のうち住戸

専用部分の床面積が２

５㎡未満の住戸を有す

るもの。 

建築物の容積率 

の最高限度 
１５０％ ２００％ 

建築物の建蔽率 

の最高限度 
４０％ ６０％ 

壁面の位置の制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面（以下「壁面」とい

う。）までの距離は、次の各号に定めるところによる。ただし

巡査派出所、公衆電話所その他これらに類するもので、公益上

必要な建築物については適用しない。 

１ １号壁面線は、隣地境界線及び道路境界線から水平距離５

ｍ以上とする。ただし、共同住宅を、道路境界線に面して建

築する場合にあっては、高さが４ｍ以下の部分については２

ｍ以上とする。 

２ ２号壁面線は、地区施設（公園）の境界線及び隣地境界線

から水平距離５ｍ以上とする。 

３ ３号壁面線は、隣地境界線から水平距離５ｍ以上とする。 

４ ４号壁面線は、地区計画境界線から水平距離５ｍ以上とす

る。ただし、共同住宅を建築する場合にあっては、高さが４

ｍ以下の部分については２ｍ以上とする。 

建築物の外壁又はこれ

に代わる柱の面までの距

離は、隣地境界線からの

水平距離５０ｃｍ以上と

する。ただし巡査派出

所、公衆電話所その他こ

れらに類するもので、公

益上必要な建築物につい

ては適用しない。 

建築物等の高さ 

の最高限度 

建築物の高さ（地盤面からの高さによる。以下同じ。）は、

３５ｍ以下とする。また、建築物の各部分の高さは、次に掲げ

る制限とする。 

１ １号壁面線及び３号壁面線の方向について、隣地境界線及

び道路の反対側の境界線までの水平距離に１.２５を乗じた

値に１０ｍを加えた値以下とする。 

２ ４号壁面線の方向について、地区計画境界線までの水平距

離に１.２５を乗じた値に１７.５ｍを加えた値以下とする。 

３ 当該部分から隣地境界線又は前面道路の反対側の境界線ま

での真北方向の水平距離に０.５を乗じた値に４ｍを加えた

値以下とする。 

建築物の高さは、３５

ｍ以下とする。 

建築物等の形態又は色

彩その他の意匠の制限 

単調かつ長大な壁式の建物配置とならないように、建築物等の形態､意匠、色彩は、周

辺の環境と調和したものとする。 

垣又はさくの構造 

の制限 

道路に面して垣又はさくを設ける場合は、生垣又はフェンスに沿って緑化するものとす

る。ただし、高さが６０ｃｍ以下のものについては、この限りではない。 
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住宅団地周辺地区 

用途の制限 １住戸の面積２５㎡以上とする。 

容積率の制限 ２００％以下とする。 

建蔽率の制限 ６０％以下とする。 

壁面の位置 

の制限 
隣地境界線から５０ｃｍ以上とする。 

高さの制限 ３５ｍ以下とする。 

形態･色彩･ 

意匠の制限 

単調かつ長大な壁式の建物配置を避

ける。 

垣又はさく 

の構造の制限 

道路に面して垣･さくを設ける場合は、

生垣又はフェンスに沿って緑化する。 

 

建築物等の制限の概要 

住宅団地周辺地区 

住宅団地地区 

住宅団地地区 

用途の制限 

１住戸の面積３０㎡以上とする。 

共同住宅、店舗（５００㎡以内）、第一種

低層住居専用地域で建築できる公共

公益施設用途以外は不可とする。 

容積率の制限 １５０％以下とする。 

建蔽率の制限 ４０％以下とする。 

壁面の位置 

の制限 
隣地境界線等から５ｍの後退とする。 

高さの制限 

３５ｍ以下とする。 

全方位斜線制限 

北側斜線制限 

形態･色彩･ 

意匠の制限 

単調かつ長大な壁式の建物配置を避

ける。 

垣又はさく 

の構造の制限 

道路に面して垣･さくを設ける場合は、

生垣又はフェンスに沿って緑化する。 

 

○全方位斜線制限 

○北側斜線制限 

［１号壁面線及び３号壁面線の方向］ 

［４号壁面線の方向］ 

建築可能な範囲 

建築可能な範囲 

建築可能な範囲 
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安全で快適な街並みの形成や、良好な環境の保全などを目的に、地区の特性にあったきめ細やかな

計画を地区の方々と共に考え、都市計画として定めたものです。 

地区計画には、地区の将来像などを示した街づくりの方針と、それを実現するための計画を定めて

います。具体的には、建物の用途、建ぺい率、容積率、高さなどの建築物に関するルールや、道路、

公園などの公共施設の配置や規模を定めることができます。 

地区計画とは 

1．土地の区画形質の変更 

具体的には次のような行為が該当します。 

① 道路等の新設、拡幅、廃止又は変更 

② 一団の土地を分割して二つ以上の宅地として利用するもの 

③ 宅地以外の土地を宅地として利用するもの 

④ 土地の切土、盛土 

2．建築物の建築又は工作物の建設 

建築物の新築、増築、改築、移転及び門、塀、擁壁、広告塔等を建設する場合など 

3．建築物等の用途の変更 

建築物の全部又は一部の使い方を変える場合など 

4．建築物等の形態又は色彩その他の意匠の変更 

建築物、門、塀、その他の工作物の高さ、その他の寸法、形状、色彩を変える場合など 

届出は次の行為に着手する日の３０日前かつ建築確認申請前まで 

事前相談から工事着手までの流れ 

調査・相談 
建築確認 

申  請 
工事着工 

地区計画 

地区街づくり計画 

届  出 

確認済証交付 適合通知書交付 

又は要請・勧告 
事前相談 

３０日以上 

届出書提出 確認申請書提出 

建築主事（都･区） 
又は指定確認検査機関 烏山総合支所 街づくり課 

世田谷区 烏山総合支所 街づくり課 

〒１５７-８５５５ 

世田谷区南烏山６-２２-１４ 

電 話：０３-３３２６-９６１８ 

ＦＡＸ：０３-３３２６-６１５９ 

京王線千歳烏山駅より徒歩５分 

世田谷区 
烏山総合支所 

千歳烏山駅 

バス停 

烏山区民 
センター 

郵便局 

調布 新宿 

銀行 

交番 

〶 

問い合わせ・届出先 

※表紙の地図の作成に当たっては、国際航業株式会社に著作権が帰属する航空写真データベースを使用しています。 

※２･５頁の地図はこの地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺 2,500 分の１地形図及び道路網図を利用して作成したものである。無断複製を禁ずる。 

（承認番号）３都市基交著第２０号 令和３年５月１４日 （承認番号）３都市基街都第４２号 令和３年５月１９日 


